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1.  平成23年3月期の連結業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 8,545 15.3 459 51.6 437 76.2 419 82.8
22年3月期 7,411 △8.9 303 ― 248 ― 229 ―

（注）包括利益 23年3月期 410百万円 （74.5％） 22年3月期 235百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年3月期 56.01 ― 38.5 7.3 5.4
22年3月期 30.64 ― 33.8 4.0 4.1

（参考） 持分法投資損益 23年3月期  9百万円 22年3月期  1百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 5,954 1,088 18.3 145.38
22年3月期 6,275 678 10.8 90.52

（参考） 自己資本   23年3月期  1,088百万円 22年3月期  678百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

23年3月期 752 △85 △639 154
22年3月期 810 △54 △698 143

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
23年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
24年3月期(予想) ― ― ― ― ― ―

3.  平成24年3月期の連結業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
 平成24年３月期の連結業績予想につきましては、現時点で合理的な業績予想の算定が出来ないことから、未定のため記載しておりません。なお、当該理
由等は添付資料２ページ「経営成績に関する分析（次期の見通し）」に記載しております。 



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有
② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期 7,493,000 株 22年3月期 7,493,000 株
② 期末自己株式数 23年3月期 2,551 株 22年3月期 2,551 株
③ 期中平均株式数 23年3月期 7,490,449 株 22年3月期 7,490,449 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成23年3月期の個別業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 8,245 15.6 416 25.7 390 41.7 376 28.6
22年3月期 7,130 △10.5 331 ― 275 ― 292 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

23年3月期 50.21 ―
22年3月期 39.05 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 6,046 1,173 19.4 156.63
22年3月期 6,390 796 12.5 106.33

（参考） 自己資本 23年3月期  1,173百万円 22年3月期  796百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
 この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、財務諸表に対する監査手続が実施中です。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 平成24年３月期の連結業績予想につきましては、現時点で合理的な業績予想の算定が出来ないことから、未定のため記載しておりません。なお、当該理
由等は添付資料２ページ「経営成績に関する分析（次期の見通し）」に記載しております。 
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(1）経営成績に関する分析 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、新興国を中心とした海外経済の回復等により景気の緩やかな回復傾向が見

られたものの、デフレや雇用情勢の悪化が長期化するなど不安定な状況が続きました。また、平成23年３月11日に発

生した東日本大震災が今後の国内経済に与える影響は計り知れず、企業を取り巻く環境は一層不透明な状況となって

おります。 

 当社グループの主要販売先である自動車産業におきましては、国内のエコカー減税等の景気刺激策等により販売が

回復し、輸出につきましても中国やアジア諸国の内需回復等により、生産、販売は増加傾向で推移致しました。 

 このような環境の中、当連結会計年度の売上高は、東日本大震災の影響による国内生産が休止したことに伴う受注

の減少があったものの、８５億４千５百万円（前年同期比15.3％増）となり、損益面におきましても、売上高の増加

に伴う売上総利益の増加、固定費の削減を目的とした業務改善活動や生産性向上等の収益改善活動により、営業利益

４億５千９百万円（前年同期比51.6％増）、経常利益４億３千７百万円（前年同期比76.2％増）、当期純利益は４億

１千９百万円（前年同期比82.8％増）となりました。 

（次期の見通し）  

 東日本大震災後の自動業界の生産台数が見通せないことから、現時点では合理的な業績予想の算定ができないた

め、未定としております。なお、主要得意先の生産台数が明らかになった時点で速やかに開示いたします。 

(2）財政状態に関する分析 

①資産、負債及び純資産の状況  

 当連結会計年度末の総資産は５９億５千４百万円となり、前連結会計年度末に比べ３億２千万円減少いたしまし

た。流動資産は１６億７千１百万円となり１億９千２百万円減少いたしました。主な要因は、たな資産の増加（８千

３百万円）、売上債権の減少（２億８千６百万円）によるものです。固定資産は４２億８千３百万円となり、１億２

千８百万円減少いたしました。有形固定資産は減価償却費が取得を上回り、４０億７千７百万円（１億４千２百万円

減少）となり、無形固定資産は１億８千３百万円（１千万円増加）となりました。 

 当連結会計年度末の負債は４８億６千５百万円となり、前連結会計年度末に比べ７億３千１百万円減少いたしまし

た。流動負債は２７億５千２百万円となり、５億２千３百万円減少いたしました。主な要因は、短期借入金の減少

（１億７千１百万円）及び一年内返済予定の長期借入金の減少（２億１百万円）によるものです。固定負債は２１億

１千３百万円となり、２億８百万円減少いたしました。主な要因は長期借入金の減少（２億６千２百万円）、退職給

付引当金の増加（４千１百万円）によるものです。 

 当連結会計年度末の純資産は１０億８千８百万円となり、この結果、自己資本比率は前連結会計年度末の10.8％か

ら18.3％となりました。 

②キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、以下に記載のキャッシュ・フローによ

り１億５千４百万円となり、前連結会計年度末に比べ１千１百万円増加いたしました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によるキャッシュ・フローは７億５千２百万円の収入超過（前連結会計年度は８億１千万円の収入超

過）となりました。これは主に税金等調整前当期純利益４億２千３百万円、売上債権の減少額２億８千３百万円、

減価償却費２億２千１百万円によるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローは８千５百万円の支出超過（前連結会計年度は５千４百万円の支出超過）と

なりました。これは主に有形固定資産の購入による８千４百万円の支出によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によるキャッシュ・フローは６億３千９百万円の支出超過（前連結会計年度は６億９千８百万円の支出

超過）となりました。これは主に長期借入による収入５億円、借入金の返済による支出１１億３千５百万円による

ものです。 

１．経営成績



キャッシュ・フロー関連指標の推移 

自己資本比率：自己資本／総資産  

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・ガバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い  

（注）１．いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

２．株式時価総額は自己株式を除く発行株式数をベースに計算しております。 

３．キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 

４．有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対象とし

ております。  

  

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社グループは、株主への利益還元を経営上の最重要課題として認識しております。 

 しかしながら、当社グループは現在、累積損失を抱えているため、この解消に努め、健全な財務体質を築くべ

く、鋭意経営努力を重ねているところであります。 

 今後につきましては、配当政策の基本方針に則り、株主に対する利益還元が最大化されるように資金需要、業績

等を勘案しながら配当を検討していく所存であります。 

  平成19年３月期 平成20年３月期 平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年３月期

自己資本比率（％）  10.0  7.7  7.1  10.8  18.3

時価ベースの自己資本比率

（％） 
 17.4  18.4  11.5  15.4  17.4

キャッシュ・フロー対有利

子負債比率（年） 
 10.0  4.5  －  3.4  2.8

インタレスト・カバレッ

ジ・レシオ（倍） 
 5.9  10.8  －  13.6  19.0



 最近の有価証券報告書（平成22年６月29日提出）における「事業系統図（事業の内容）」及び「関係会社の状況」か

ら重要な変更がないため開示を省略しております。 

  

(1）会社の経営の基本方針 

 当社グループは、「お客様・社会から信頼され、常に誇りをもち、希望を託せる会社」の実現を経営理念としてお

ります。この経営理念を具現化するため、①お客様が満足する商品（品質・コスト・開発）をタイムリーに提供し信

頼関係を向上する、②売上に見合った門構えを構築し、安定した収益基盤を築く、③グローバルに商権を拡大する、

④人材の育成・教育による少数精鋭体制の確立と挑戦的で明るい職場をつくる、⑤地球環境保全と安全対策を推進す

ることに努め、安定した永続的な発展を目指しております。 

(2）目標とする経営指標 

 当社グループは、「TEITOチャレンジ2012」という平成２２年度から平成２４年度の中期経営計画にて、最終年度

にあたる平成２４年度において、売上高経常利益率５％以上を目標としております。 

(3）中長期的な会社の経営戦略・会社の対処すべき課題 

 当社グループの主要販売先である自動車業界においては、全体需要が縮小傾向にある中で日本国内のみならずグロ

ーバルベースでの転換期を迎えております。このような厳しい環境のなか、当社グループといたしましては、ミニマ

ム売上でも利益が確保できるよう本社のスリム化やモノ造り改革等工場生産性を向上させる一方、今後成長が見込め

る電気自動車用水系ホースの開発や受注活動、潜在需要が見込める新興国への進出検討等、中長期的な視点で販売や

利益確保に向けた活動を推進し、地球環境保全にも配慮し企業価値の向上を目指すために、以下の項目に重点をおき

経営を進めてまいります。 

①お客様に安心・信頼して頂ける納入品質の達成 

②収益力の向上による受注変動にブレない企業体質の実現 

③モノ造り力・管理力の向上による在庫の削減 

④グローバルでのホース事業の拡大 

⑤改めて、仕事の質の向上（間接業務を効率化を軸に） 

⑥企業風土見直し（５Ｓ活動・人材教育を通し、モラル・意識の向上を図る） 

⑦地球環境保全（継続した、産業廃棄物ゼロへの取り組み、ＣＯ２排出量の削減） 

  

２．企業集団の状況

３．経営方針



４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 143,056 154,949

受取手形及び売掛金 1,032,901 745,993

商品及び製品 280,115 341,194

仕掛品 156,900 135,313

原材料及び貯蔵品 201,752 245,683

その他 49,652 48,500

流動資産合計 1,864,378 1,671,635

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※3  543,789 ※3  503,498

機械装置及び運搬具（純額） 389,868 310,164

工具、器具及び備品（純額） 79,272 62,469

土地 ※3, ※4  3,170,152 ※3, ※4  3,170,152

リース資産（純額） 35,540 30,831

建設仮勘定 1,208 －

有形固定資産合計 ※2  4,219,832 ※2  4,077,117

無形固定資産 173,148 183,812

投資その他の資産   

投資有価証券 ※1  13,228 ※1  17,240

その他 5,054 5,005

投資その他の資産合計 18,282 22,245

固定資産合計 4,411,264 4,283,175

資産合計 6,275,642 5,954,810

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 893,354 851,529

短期借入金 ※3  1,433,939 ※3  1,262,448

1年内返済予定の長期借入金 ※3  503,450 ※3  302,256

リース債務 4,891 8,020

未払法人税等 8,337 6,678

賞与引当金 71,864 84,242

未払金 263,336 178,559

その他 96,870 58,887

流動負債合計 3,276,044 2,752,621



（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

固定負債   

長期借入金 ※3  804,350 ※3  541,970

リース債務 32,241 24,221

長期未払金 － 15,786

再評価に係る繰延税金負債 ※4  1,078,154 ※4  1,078,154

繰延税金負債 1,448 1,897

退職給付引当金 376,274 418,227

役員退職慰労引当金 19,167 18,197

環境対策引当金 － 11,797

持分法適用に伴う負債 9,903 －

資産除去債務 － 3,008

固定負債合計 2,321,540 2,113,259

負債合計 5,597,584 4,865,881

純資産の部   

株主資本   

資本金 533,085 533,085

資本剰余金 353,414 353,414

利益剰余金 △1,820,957 △1,401,414

自己株式 △737 △737

株主資本合計 △935,195 △515,651

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 2,163 2,834

土地再評価差額金 ※4  1,610,510 ※4  1,610,510

為替換算調整勘定 579 △8,763

その他の包括利益累計額合計 1,613,252 1,604,581

純資産合計 678,057 1,088,929

負債純資産合計 6,275,642 5,954,810



（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高 7,411,198 8,545,028

売上原価 ※1  6,377,520 ※1  7,305,186

売上総利益 1,033,677 1,239,841

販売費及び一般管理費   

荷造運搬費 271,713 268,746

役員報酬 33,868 33,157

給与手当 148,735 155,735

賞与引当金繰入額 15,431 29,033

退職給付費用 20,407 26,973

役員退職慰労引当金繰入額 5,887 4,172

支払手数料 69,975 76,065

その他 164,576 186,525

販売費及び一般管理費合計 730,595 780,410

営業利益 303,081 459,430

営業外収益   

受取配当金 38 146

技術指導料 22,823 26,515

スクラップ売却益 652 2,017

持分法による投資利益 1,122 9,903

その他 7,924 17,228

営業外収益合計 32,561 55,812

営業外費用   

支払利息 58,415 41,822

売上債権売却損 6,397 7,622

支払地代 11,884 12,102

為替差損 8,487 14,038

その他 2,214 2,298

営業外費用合計 87,399 77,884

経常利益 248,243 437,358

特別利益   

貸倒引当金戻入額 2,012 －

役員退職慰労引当金戻入額 － 5,143

受取保険金 3,916 －

特別利益合計 5,928 5,143

特別損失   

固定資産除却損 ※2  18,454 ※2  3,025

事業整理損 4,500 －

環境対策引当金繰入額 － 12,713

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 3,008

その他 1,817 －

特別損失合計 24,771 18,746

税金等調整前当期純利益 229,400 423,755

法人税、住民税及び事業税 1,809 4,211

過年度法人税等 △1,883 －

法人税等合計 △73 4,211

少数株主損益調整前当期純利益 － 419,543

当期純利益 229,473 419,543



（連結包括利益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 － 419,543

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 － 671

為替換算調整勘定 － △9,342

その他の包括利益合計 － ※2  △8,671

包括利益 － ※1  410,871

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 － 410,871



（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 533,085 533,085

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 533,085 533,085

資本剰余金   

前期末残高 353,414 353,414

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 353,414 353,414

利益剰余金   

前期末残高 △2,050,431 △1,820,957

当期変動額   

当期純利益 229,473 419,543

当期変動額合計 229,473 419,543

当期末残高 △1,820,957 △1,401,414

自己株式   

前期末残高 △737 △737

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 △737 △737

株主資本合計   

前期末残高 △1,164,669 △935,195

当期変動額   

当期純利益 229,473 419,543

当期変動額合計 229,473 419,543

当期末残高 △935,195 △515,651

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △607 2,163

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 2,770 671

当期変動額合計 2,770 671

当期末残高 2,163 2,834

土地再評価差額金   

前期末残高 1,610,510 1,610,510

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,610,510 1,610,510



（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

為替換算調整勘定   

前期末残高 △2,674 579

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 3,254 △9,342

当期変動額合計 3,254 △9,342

当期末残高 579 △8,763

その他の包括利益累計額合計   

前期末残高 1,607,227 1,613,252

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 6,025 △8,671

当期変動額合計 6,025 △8,671

当期末残高 1,613,252 1,604,581

純資産合計   

前期末残高 442,558 678,057

当期変動額   

当期純利益 229,473 419,543

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 6,025 △8,671

当期変動額合計 235,498 410,871

当期末残高 678,057 1,088,929



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 229,400 423,755

減価償却費 250,867 221,286

退職給付引当金の増減額（△は減少） 46,593 41,953

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △2,674 △970

賞与引当金の増減額（△は減少） 16,349 12,378

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,699 －

製品保証引当金の増減額（△は減少） △30,025 －

その他の引当金の増減額（△は減少） － 11,797

受取利息及び受取配当金 △135 △215

支払利息 58,415 41,822

為替差損益（△は益） 6,087 6,180

持分法による投資損益（△は益） △1,122 △9,903

固定資産除却損 18,454 3,025

売上債権の増減額（△は増加） △283,104 283,272

たな卸資産の増減額（△は増加） 76,530 △89,774

仕入債務の増減額（△は減少） 332,642 △28,709

その他 154,431 △119,520

小計 871,009 796,376

利息及び配当金の受取額 135 215

利息の支払額 △59,457 △39,535

法人税等の支払額 △1,354 △4,293

その他 618 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 810,951 752,762

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △54,211 △84,851

有形固定資産の売却による収入 － 8,755

無形固定資産の取得による支出 － △5,741

投資有価証券の取得による支出 △2,790 △2,891

貸付金の回収による収入 1,844 1,236

その他 810 △1,596

投資活動によるキャッシュ・フロー △54,347 △85,088

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △631,422 △171,491

長期借入れによる収入 300,000 500,000

長期借入金の返済による支出 △362,200 △963,574

リース債務の返済による支出 △4,561 △4,891

財務活動によるキャッシュ・フロー △698,184 △639,957

現金及び現金同等物に係る換算差額 △3,147 △15,823

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 55,272 11,893

現金及び現金同等物の期首残高 87,783 143,056

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  143,056 ※1  154,949



 該当事項はありません。 

継続企業の前提に関する注記

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 

  

連結子会社の数       ２社 

連結子会社の名称 

 ㈱栃木テイト、福州帝都橡膠有限

公司 

 なお、前連結会計年度において連結

子会社でありました、テイトラバーア

メリカ社は清算したため、連結の範囲

から除いております。また、連結上は

当連結会計期間から精算が終了した時

までの損益計算書について、連結を行

っております。 

連結子会社の数       ２社 

連結子会社の名称 

 ㈱栃木テイト、福州帝都橡膠有限

公司 

────── 

２．持分法の適用に関する事

項 

持分法適用の関連会社数   １社  

会社名  

 ㈱トランスパック 

同左 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社のうち、福州帝都橡膠有限

公司の決算日は、12月31日であります。

連結財務諸表の作成に当たっては、同決

算日現在の財務諸表を使用しておりま

す。ただし、１月１日から３月31日まで

の期間に発生した重要な取引について

は、連結上必要な調整を行っておりま

す。 

同左 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  たな卸資産 

製品（仕入製品を除く）・仕掛品 

 主として売価還元法による低価

法（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定） 

たな卸資産 

製品（仕入製品を除く）・仕掛品 

同左 

  仕入製品・原材料・貯蔵品 

 主として最終仕入原価法による

原価法（貸借対照表価額は収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法

により算定） 

仕入製品・原材料・貯蔵品 

同左 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

  (2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

イ 有形固定資産（リース資産を除く） 

建物（附属設備を除く）・機械及び装

置・工具、器具及び備品のうちの金

型…………………………………定額法 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

イ 有形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

  その他の有形固定資産…………定率法 

 なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

  

  建物及び構築物      3～47年   

  機械及び装置         9年   

  工具、器具及び備品    2～5年   

  ロ 無形固定資産（リース資産を除く） 

…………………………………定額法 

 なお、ソフトウェア（自社利用

分）については、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額法に

よっております。 

ロ 無形固定資産（リース資産を除く） 

同左  

  ハ リース資産 

 リース期間を耐用年数とし残存価

額を零とする定額法を採用しており

ます。 

 なお、所有権移転外ファイナン

ス・リース取引のうち、リース取引

開始日が平成20年３月31日以前のリ

ース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。 

ハ リース資産 

同左 

  ニ 長期前払費用…………………定額法 ニ 長期前払費用……………………同左 

  (3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、将来の支給見込額

のうち当連結会計年度の負担額を計

上しております。 

② 賞与引当金 

同左 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

  ③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務見込額に基づき、計上しており

ます。 

 なお、会計基準変更時差異

（323,099千円）については、15年に

よる按分額を費用処理しておりま

す。 

③ 退職給付引当金 

同左 

  ④ 役員退職慰労引当金 

 連結財務諸表提出会社会社及び国

内子会社では、役員及び執行役員の

退職慰労金の支出に備えるため、内

規に基づく期末要支給額を計上して

おります。 

④ 役員退職慰労引当金 

同左 

  ────── ⑤ 環境対策引当金 

 ＰＣＢ廃棄物にかかる処理費用の

支出に備えるため設定しており、当

連結会計年度において、当該処理費

用を合理的に見積もることが可能と

なったため、支出費用見込額を計上

しております。 

  (4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦

通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日

の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しておりま

す。なお、在外子会社等の資産及び負

債は、決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、収益及び費用は期中平均

相場により円貨に換算し、換算差額は

純資産の部における為替換算調整勘定

に含めて計上しております。 

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦

通貨への換算の基準 

同左 

  (5）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

金利スワップを行っていますが、

特例処理の要件を満たしております

ので、特例処理を採用しておりま

す。 

(5）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段………金利スワップ 

ヘッジ対象………借入金の利息 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ③ ヘッジ方針 

借入金の金利変動リスクを回避す

る目的で行っております。 

③ ヘッジ方針 

同左 

  ④ ヘッジの有効性評価の方法 

特例処理を採用しているため、有

効性の評価を省略しております。 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

同左 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

  ────── 

  

(6）連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金（現金及び現金同等物）は、

手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなっておりま

す。 

  (6）消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

(7）消費税等の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

────── 

６．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

────── 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
（自 平成21年4月１日 
至 平成22年3月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年4月１日 
至 平成23年3月31日） 

────── （資産除去債務に関する会計基準の適用） 

 当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用して

おります。 

 これにより、税金等調整前当期純利益は3,008千円減少

しております。 

表示方法の変更

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

（連結損益計算書） 

 前連結会計年度まで区分掲記しておりました「支払補償

費」（当連結会計年度は7,910千円）は、販売費及び一般

管理費の総額の100分の10以下となったため、販売費及び

一般管理費の「その他」に含めて表示することにしまし

た。 

（連結損益計算書） 

 当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づ

き、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則

等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣

府令第５号）を適用し、「少数株主損益調整前当期純利

益」を科目で表示しております。 



追加情報

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

──────  当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し

ております。ただし、「その他の包括利益累計額」及び

「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度の金額

は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額等合計」

の金額を記載しております。 

注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

※１．関連会社に係る注記 ※１．関連会社に係る注記 

 関連会社に対するものは、次のとおりであります。  関連会社に対するものは、次のとおりであります。

投資有価証券（株式） 0千円 投資有価証券（株式） 千円0

※２．有形固定資産の減価償却累計額 千円4,217,652 ※２．有形固定資産の減価償却累計額 千円4,346,708

※３．担保に供されている資産 ※３．担保に供されている資産 

担保資産 
担保が付されてい
る債務（千円） 

科目 
帳簿価額 
（千円） 

建物  294,733

短期借入金 
 

１年内返済予定の長期
借入金 

 
長期借入金 

 

1,161,155

147,200

315,600

土地  3,161,497

合計  3,456,230  1,623,955

担保資産 
担保が付されてい
る債務（千円） 

科目 
帳簿価額 
（千円） 

建物  151,716

短期借入金 
 

１年内返済予定の長期
借入金 

 
長期借入金 

 

600,000

92,800

180,000

土地  3,039,670

合計  3,191,387  872,800

※４．土地再評価差額金 

 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布

法律第34号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、

土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。

※４．土地再評価差額金 

 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布

法律第34号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、

土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。

再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31

日公布政令第119号）第２条第５号に定める不動産鑑

定士による鑑定評価により算出しております。 

再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31

日公布政令第119号）第２条第５号に定める不動産鑑

定士による鑑定評価により算出しております。 

再評価を行った年月日    平成12年３月31日 再評価を行った年月日    平成12年３月31日 

再評価を行った土地の当連結会計年度末における時

価と再評価後の帳簿価額との差額  千円△1,297,371

再評価を行った土地の当連結会計年度末における時

価と再評価後の帳簿価額との差額  千円△1,230,052



当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

※１ 当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益 

  

※２ 当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益 

  

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

※１ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の

金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に

含まれております。       千円 26,304

※１ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の

金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に

含まれております。        千円 △706

※２ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

建物及び構築物 千円 3,654

機械装置及び運搬具 千円 14,701

工具、器具及び備品等 千円 97

計     千円 18,454

※２ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

建物及び構築物 千円 131

機械装置及び運搬具 千円 2,162

工具、器具及び備品等 千円 731

計     千円 3,025

（連結包括利益計算書関係）

親会社株主に係る包括利益 235,498千円

その他有価証券評価差額金 2,770千円

為替換算調整勘定 3,254 

計 6,025 

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式         

普通株式  7,493  －  －  7,493

合計  7,493  －  －  7,493

自己株式         

普通株式  2  －  －  2

合計  2  －  －  2



当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

 前連結会計年度については、ゴム製品の専門メーカーとして同一セグメントに属するゴム製品及びゴムホー

ス製品等の製造、加工、販売を行っており、当該事業以外に事業の種類がないため該当事項はありません。 

 前連結会計年度については、本邦の売上高及び資産の額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメント

の資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略して

おります。 

 前連結会計年度の海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しておりま

す。 

  
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式         

普通株式  7,493  －  －  7,493

合計  7,493  －  －  7,493

自己株式         

普通株式  2  －  －  2

合計  2  －  －  2

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

  （平成22年３月31日現在）

現金及び預金勘定 千円143,056

現金及び現金同等物 千円143,056

  （平成23年３月31日現在）

現金及び預金勘定 千円154,949

現金及び現金同等物 千円154,949

（セグメント情報等）

ａ．事業の種類別セグメント情報

ｂ．所在地別セグメント情報

ｃ．海外売上高



当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

１．報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経

営資源の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

 当社グループは、ゴム製品及びゴムホース製品等を製造、加工、販売をしており、国内においては当社

及び㈱栃木テイトが、海外においては、福州帝都橡膠有限公司（中国）が担当しております。海外現地法

人は、独立した経営単位であり、具体的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。したがって、当

社は、生産、販売体制を基礎とした地域別のセグメントから構成されており、「日本」、「中国」の２つ

を報告セグメントとしております。 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法  

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」に於ける記載と同一であります。 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

 前連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

（注）１．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引に係る未実現利益の消去であります。 

２．セグメント資産の調整額は、セグメント間取引に係る債権債務の消去及び未実現利益の消去であ

ります。 

３．セグメント利益は連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。 

ｄ．セグメント情報

（単位：千円） 

  
報告セグメント  調整額 

（注１,２）

連結財務諸
表計上額 
（注３） 日本  中国 その他 計 

売上高             

外部顧客への売上高  7,050,697  312,577  47,923  7,411,198  －  7,411,198

セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 79,838  －  －  79,838  △79,838  －

計  7,130,536  312,577  47,923  7,491,037  △79,838  7,411,198

セグメント利益  263,422  42,309  △4,199  301,531  1,549  303,081

セグメント資産  6,305,643  198,835  5,000  6,509,480  △233,838  6,275,642

その他の項目   

減価償却費  242,938  7,143  536  250,619  △459  250,160

有形固定資産及び無形固定

資産の増加額 
 84,852  339  －  85,191  －  85,191



 当連結会計年度（自平成22年４月１日 至平成23年３月31日） 

（注）１．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引に係る未実現利益の消去であります。 

２．セグメント資産の調整額は、セグメント間取引に係る債権債務の消去及び未実現利益の消去であ

ります。 

３．セグメント利益は連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。 

  

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

 単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が、連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、

記載を省略しております。 

   

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

 セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

   

(2）有形固定資産 

 セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

   

３．主要な顧客ごとの情報 

    

（単位：千円） 

  
報告セグメント 調整額 

（注１,２） 

連結財務諸表
計上額 
（注３） 日本  中国 計 

売上高           

外部顧客への売上高  8,174,979  370,048  8,545,028  －  8,545,028

セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 70,449  2,335  72,784  △72,784  －

計  8,245,428  372,383  8,617,812  △72,784  8,545,028

セグメント利益  429,031  29,873  458,904  525  459,430

セグメント資産  5,957,944  292,881  6,250,826  △296,015  5,954,810

その他の項目  

減価償却費  214,403  5,874  220,277  △232  220,045

有形固定資産及び無形固定

資産の増加額 
 95,128  203  95,332  －  95,332

ｅ．関連情報

    （単位：千円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名 

鬼怒川ゴム工業株式会社 4,180,786 日本 



当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

 該当事項はありません。 

   

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

（追加情報） 

 当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月27 

日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月 

21日）を適用しております。  

   前連結会計年度（自 平成21年４月１日  至 平成22年３月31日）  

１．関連当事者との取引  

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引  

連結財務諸表提出会社の親会社及び法人主要株主等 

  取引条件及び取引条件の決定方針等 

① ゴムホース等の製品の販売については、市場価格、総原価を勘案して、当社希望価格を提示し、毎期価格交渉

の上決定しております。 

② 原材料の購入については、市場価格を参考にして、毎期価格交渉の上決定しております。 

③ 資金の借入については、借入利率は市場金利を勘案して利率を合理的に決定しており、返済条件は期間３年、

２ヶ月据置き、均等分割返済としております。なお、担保は提供しておりません。 

④ 取引金額には消費税等が含まれておらず、売掛金及び買掛金の期末残高には消費税等が含まれております。 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記 

 （１）親会社情報 

 鬼怒川ゴム工業㈱（東京証券取引所に上場） 

ｆ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

ｇ．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

ｈ．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報

（関連当事者情報）

種類 会社等の名称
又は氏名 所在地 

資本金又は
出資金 

（千円） 

事業の内容又は
職業 

議決権等の
所有 

(被所有)割
合 

関連当事者
との関係 取引の内容

取引金額 
（千円） 科目 期末残高

（千円）

親会社 
鬼怒川ゴム 

工業㈱ 

千葉市 

稲毛区 
 5,654,585

自動車用ならび

にその他のゴム

および樹脂製品

の製造・販売 

(被所有)％

直接 67.0

当社製品の

販売等 

ゴムホース等の販売 

原材料の購入 

資金の返済 

 

 

 

3,513,247

1,751,013

461,213

売掛金 380,724

買掛金 186,920

短期借入金 12,784

一年内返済

予定の長期

借入金 

300,000

長期借入金 245,000



   当連結会計年度（自 平成22年４月１日  至 平成23年３月31日）  

１．関連当事者との取引  

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引  

連結財務諸表提出会社の親会社及び法人主要株主等 

  取引条件及び取引条件の決定方針等 

① ゴムホース等の製品の販売については、市場価格、総原価を勘案して、当社希望価格を提示し、毎期価格交渉

の上決定しております。 

② 原材料の購入については、市場価格を参考にして、毎期価格交渉の上決定しております。 

③ 資金の借入については、借入利率は市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 

④ 取引金額には消費税等が含まれておらず、売掛金及び買掛金の期末残高には消費税等が含まれております。 

  

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記 

 （１）親会社情報 

 鬼怒川ゴム工業㈱（東京証券取引所に上場） 

 該当事項はありません。  

 該当事項はありません。 

当連結会計年度末（平成23年３月31日）  

 当連結会計年度末においては重要性に乏しいため、記載を省略しております。 

  

 該当事項はありません。 

 （注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

種類 会社等の名称
又は氏名 所在地 

資本金又は
出資金 

（千円） 

事業の内容又は
職業 

議決権等の
所有 

(被所有)割
合 

関連当事者
との関係 取引の内容

取引金額 
（千円） 科目 期末残高

（千円）

親会社 
鬼怒川ゴム 

工業㈱ 

千葉市 

稲毛区 
 5,654,585

自動車用ならび

にその他のゴム

および樹脂製品

の製造・販売 

(被所有)％

直接 67.0

当社製品の

販売等 

ゴムホース等の販売 

原材料の購入 

借入金の返済 

資金の借入  

 

 

 

 

4,180,786

2,072,616

545,000

99,664

売掛金 284,326

買掛金 147,733

短期借入金 112,448

（ストック・オプション等関係）

（企業結合等関係）

（資産除去債務関係）

（賃貸等不動産関係）

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１株当たり純資産額 円90.52

１株当たり当期純利益金額    円30.64

１株当たり純資産額 円145.38

１株当たり当期純利益金額    円56.01

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  
前連結会計年度 

(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

当期純利益（千円）  229,473  419,543

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（千円）  229,473  419,543

期中平均株式数（千株）  7,490  7,490



 リース取引、税効果会計、金融商品、有価証券、デリバティブ取引、退職給付に関する注記事項については、決算

短信における開示の必要性が大きくないと判断されるため開示を省略しております。 

（注記事項の省略）

（重要な後発事象）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

──────  当社は、平成23年５月12日開催の取締役会において、

鬼怒川ゴム工業株式会社を完全親会社、当社を完全子会

社とする株式交換を行うことを決議し、同日付けで株式

交換契約を締結いたしました。詳細は平成23年５月12日

公表の「鬼怒川ゴム工業株式会社による帝都ゴム株式会

社の株式交換による完全子会社化に関するお知らせ」を

ご覧ください。  



５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 75,695 7,519

受取手形 107,599 100,044

売掛金 911,613 649,568

商品及び製品 242,812 296,085

仕掛品 154,775 128,900

原材料及び貯蔵品 184,043 222,362

前払費用 4,594 5,869

未収入金 143,969 195,359

1年内回収予定の関係会社長期貸付金 7,200 7,200

その他 67 1,838

流動資産合計 1,832,371 1,614,749

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 460,391 432,494

構築物（純額） 83,398 71,004

機械及び装置（純額） 352,910 282,276

車両運搬具（純額） 236 138

工具、器具及び備品（純額） 79,272 62,469

土地 3,170,152 3,170,152

リース資産（純額） 35,540 30,831

建設仮勘定 1,208 －

有形固定資産合計 4,183,110 4,049,366

無形固定資産   

借地権 126,197 126,197

施設利用権 5,463 5,463

水道施設利用権 33 9

ソフトウエア 40,957 25,487

ソフトウエア仮勘定 － 26,157

無形固定資産合計 172,651 183,315

投資その他の資産   

投資有価証券 13,228 17,240

関係会社株式 120,949 120,949

関係会社長期貸付金 94,600 87,400

敷金及び保証金 1,157 2,698

従業員に対する長期貸付金 2,496 1,259

投資損失引当金 △30,000 △30,000

投資その他の資産合計 202,430 199,547

固定資産合計 4,558,193 4,432,229

資産合計 6,390,564 6,046,979



（単位：千円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形 514,821 534,528

買掛金 393,113 332,741

短期借入金 1,433,939 1,262,448

1年内返済予定の長期借入金 203,450 302,256

1年内返済予定の関係会社長期借入金 300,000 －

リース債務 4,891 8,020

未払金 274,379 183,896

未払費用 35,937 16,094

未払法人税等 7,066 5,018

未払消費税等 23,774 20,477

預り金 13,818 16,340

賞与引当金 70,796 83,086

設備関係支払手形 13,158 2,467

前受収益 － 723

流動負債合計 3,289,148 2,768,097

固定負債   

長期借入金 559,350 541,970

関係会社長期借入金 245,000 －

リース債務 32,241 24,221

長期未払金 － 15,786

再評価に係る繰延税金負債 1,078,154 1,078,154

繰延税金負債 1,448 1,897

退職給付引当金 370,963 412,338

役員退職慰労引当金 17,748 16,450

環境対策引当金 － 11,797

資産除去債務 － 3,008

固定負債合計 2,304,906 2,105,624

負債合計 5,594,054 4,873,722

純資産の部   

株主資本   

資本金 533,085 533,085

資本剰余金   

資本準備金 353,414 353,414

資本剰余金合計 353,414 353,414

利益剰余金   

利益準備金 74,400 74,400

その他利益剰余金   

別途積立金 137,000 137,000

繰越利益剰余金 △1,913,325 △1,537,250

利益剰余金合計 △1,701,925 △1,325,850

自己株式 △737 △737

株主資本合計 △816,162 △440,087

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 2,163 2,834

土地再評価差額金 1,610,510 1,610,510

評価・換算差額等合計 1,612,673 1,613,344

純資産合計 796,510 1,173,256

負債純資産合計 6,390,564 6,046,979



（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高 7,130,536 8,245,428

売上原価   

製品期首たな卸高 255,382 242,812

当期製品製造原価 6,122,128 7,132,488

合計 6,377,510 7,375,300

製品期末たな卸高 242,812 296,085

製品売上原価 6,134,698 7,079,215

売上総利益 995,837 1,166,212

販売費及び一般管理費   

荷造運搬費 250,380 268,368

役員報酬 25,806 28,249

給与手当 138,068 148,232

賞与引当金繰入額 13,823 28,159

退職給付費用 19,838 26,129

役員退職慰労引当金繰入額 4,468 3,845

支払手数料 62,195 75,034

支払補償費 － 43,890

減価償却費 20,360 21,707

賃借料 5,782 5,444

その他 124,037 101,098

販売費及び一般管理費合計 664,762 750,159

営業利益 331,075 416,053

営業外収益   

受取利息 87 1,263

受取配当金 38 146

技術指導料 22,823 26,515

スクラップ売却益 652 2,017

固定資産賃貸料 － 5,305

その他 6,715 11,772

営業外収益合計 30,316 47,021

営業外費用   

支払利息 57,798 41,822

売上債権売却損 6,397 7,622

為替差損 7,313 6,450

支払地代 11,884 12,102

その他 2,103 4,230

営業外費用合計 85,498 72,227

経常利益 275,893 390,846



（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

特別利益   

貸倒引当金戻入額 2,012 －

投資損失引当金戻入額 39,226 －

役員退職慰労引当金戻入額 － 5,143

受取保険金 3,916 －

特別利益合計 45,154 5,143

特別損失   

固定資産除却損 18,454 2,994

子会社清算損 6,659 －

環境対策引当金繰入額 － 12,713

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 3,008

その他 1,817 －

特別損失合計 26,930 18,715

税引前当期純利益 294,117 377,274

法人税、住民税及び事業税 1,600 1,200

法人税等合計 1,600 1,200

当期純利益 292,517 376,074



（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 533,085 533,085

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 533,085 533,085

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 353,414 353,414

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 353,414 353,414

資本剰余金合計   

前期末残高 353,414 353,414

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 353,414 353,414

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 74,400 74,400

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 74,400 74,400

その他利益剰余金   

別途積立金   

前期末残高 137,000 137,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 137,000 137,000

繰越利益剰余金   

前期末残高 △2,205,842 △1,913,325

当期変動額   

当期純利益 292,517 376,074

当期変動額合計 292,517 376,074

当期末残高 △1,913,325 △1,537,250

利益剰余金合計   

前期末残高 △1,994,442 △1,701,925

当期変動額   

当期純利益 292,517 376,074

当期変動額合計 292,517 376,074

当期末残高 △1,701,925 △1,325,850



（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

自己株式   

前期末残高 △737 △737

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 △737 △737

株主資本合計   

前期末残高 △1,108,680 △816,162

当期変動額   

当期純利益 292,517 376,074

当期変動額合計 292,517 376,074

当期末残高 △816,162 △440,087

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △607 2,163

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 2,770 671

当期変動額合計 2,770 671

当期末残高 2,163 2,834

土地再評価差額金   

前期末残高 1,610,510 1,610,510

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,610,510 1,610,510

評価・換算差額等合計   

前期末残高 1,609,902 1,612,673

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 2,770 671

当期変動額合計 2,770 671

当期末残高 1,612,673 1,613,344

純資産合計   

前期末残高 501,222 796,510

当期変動額   

当期純利益 292,517 376,074

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 2,770 671

当期変動額合計 295,288 376,746

当期末残高 796,510 1,173,256



 該当事項はありません。 

(1）役員の異動（平成23年６月23日付予定） 

役員の異動については開示内容が定まり次第、別途開示いたします。 

(2）その他 

該当事項はありません。 

継続企業の前提に関する注記

会計処理方法の変更

前事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

────── （資産除去債務に関する会計基準の適用） 

 当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産

除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しておりま

す。 

 これにより、税金等調整前当期純利益は3,008千円減少

しております。 

表示方法の変更

前事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

（損益計算書） 

 前事業年度まで区分掲記しておりました「支払補償費」

（当事業年度は7,910千円）は、販売費及び一般管理費の

総額の100分の５以下となったため、販売費及び一般管理

費の「その他」に含めて表示することにしました。 

（損益計算書） 

 前事業年度まで販売費及び一般管理費の「その他」に

含めて表示しておりました「支払補償費」は、販売費及

び一般管理費の総額の100分の５を超えたため区分掲記し

ました。 

 なお、前事業年度における「支払補償費」の金額は

7,910千円であります。 

６．その他
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